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平成２３年３月定例会 審議結果 

 

＜議会日誌＞ 

２月 ９日（水） 議会運営委員会 

３月定例会 

２月１５日（火） 本会議第１日（提案説明） 

         全員協議会 

          基地対策特別委員会、交通問題特別委員会、産業集積対策特別委員会、水源地

域対策特別委員会、政令指定都市に関する特別委員会 

１８日（金） 議会運営委員会 

２３日（水） 本会議第２日（代表質問） 

２４日（木） 本会議第３日（代表質問・個人質疑、委員会付託） 

議会運営委員会 

２８日（月） 総務委員会 

 ３月 １日（火） 総務委員会、環境経済委員会 

   ２日（水） 民生委員会 

   ３日（木） 民生委員会、建設委員会 

    ４日（金） 文教委員会 

１４日（月） 議会運営委員会 

   １５日（火） 本会議第４日（委員長報告、採決）、議会運営委員会 

    

※ ３月１５日（火）から１７日（木）に開催を予定していた一般質問については、東北地方太

平洋沖地震の影響等を考慮し中止とし、１５日（火）に委員長報告、採決を行いました。 

    

＜審議結果一覧＞ 

番  号 件     名 付託 
委員会 

本会議の 
議決結果 

議案第 ３号 平成２３年度相模原市一般会計予算 

総務、民生 

環境経済、 

建設、文教 

可 決 
(賛成多数) 

議案第  ４号 平成２３年度相模原市国民健康保険事業特別会計予算 民  生 
可 決 

(賛成多数) 

議案第 ５号 平成２３年度相模原市下水道事業特別会計予算 建  設 
可 決 

(賛成多数) 

議案第 ６号 平成２３年度相模原市自動車駐車場事業特別会計予算 建  設 
可 決

(賛成多数) 

議案第 ７号 平成２３年度相模原市介護保険事業特別会計予算 民  生 
可 決 

(賛成多数) 

議案第 ８号 
平成２３年度相模原市母子寡婦福祉資金貸付事業特別会計

予算 
民  生 

可 決 
(賛成多数) 
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議案第 ９号 平成２３年度相模原市簡易水道事業特別会計予算 建  設 
可 決 

(賛成多数) 

議案第１０号 平成２３年度相模原市財産区特別会計予算 総  務 
可 決 

(賛成多数) 

議案第１１号 平成２３年度相模原市農業集落排水事業特別会計予算 建  設 
可 決 

(賛成多数) 

議案第１２号 平成２３年度相模原市後期高齢者医療事業特別会計予算 民  生 
可 決 

(賛成多数) 

議案第１３号 平成２３年度相模原市公債管理特別会計予算 総  務 
可 決 

(賛成多数) 

議案第１４号 
相模原市非常勤特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条

例の一部を改正する条例について 
総  務 

可 決 
(賛成多数) 

議案第１５号 相模原市立城山文化ホール条例について 総  務 
可 決 

(賛成多数) 

議案第１６号 相模原市特別会計条例の一部を改正する条例について 民  生 
可 決 

(賛成多数) 

議案第１７号 相模原市里地里山の保全等の促進に関する条例について 環境経済 
可 決 

(賛成総員) 

議案第１８号 
相模原市廃棄物の減量化、資源化及び適正処理等の推進に

関する条例の一部を改正する条例について 
環境経済 

可 決 
(賛成総員) 

議案第１９号 相模原市屋外広告物条例の一部を改正する条例について 建  設 
可 決 

(賛成総員) 

議案第２０号 相模原市市営住宅条例の一部を改正する条例について 建  設 
可 決 

(賛成多数) 

議案第２１号 
相模原市営自転車駐車場条例の一部を改正する条例につい

て 
建  設 

可 決 
(賛成多数) 

議案第２２号 
相模原市営自動車駐車場条例の一部を改正する条例につい

て 
建  設 

可 決 
(賛成多数) 

議案第２３号 
相模原市立学校給食センター条例の一部を改正する条例に

ついて 
文  教 

可 決 
(賛成総員) 

議案第２４号 工事請負契約について（（仮称）緑区合同庁舎建設工事） 総  務 
可 決 

(賛成総員) 

議案第２５号 
工事請負契約について（（仮称）緑区合同庁舎建設電気設

備工事） 
総  務 

可 決 
(賛成総員) 

議案第２６号 
工事請負契約について（（仮称）緑区合同庁舎建設空気調

和設備工事） 
総  務 

可 決 
(賛成総員) 

議案第２７号 包括外部監査契約の締結について 総  務 
可 決 

(賛成総員) 

議案第２８号 不動産の処分について 総  務 
可 決 

(賛成総員) 
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議案第２９号 不動産の処分について 総  務 
可 決 

(賛成総員) 

議案第３０号 損害賠償額の決定について 建  設 
可 決 

(賛成総員) 

議案第３１号 市道の廃止について 建  設 
可 決 

(賛成総員) 

議案第３２号 市道の認定について 建  設 
可 決 

(賛成総員) 

議案第３３号 平成２２年度相模原市一般会計補正予算（第６号） 

総務、民生 

環境経済、

建設、文教 

可 決 
(賛成多数) 

議案第３４号 
平成２２年度相模原市国民健康保険事業特別会計補正予算

（第２号） 
民  生 

可 決 
(賛成多数) 

議案第３５号 
平成２２年度相模原市下水道事業特別会計補正予算（第２

号） 
建  設 

可 決 
(賛成多数) 

議案第３６号 平成２２年度相模原市財産区特別会計補正予算（第１号） 総  務 
可 決 

(賛成多数) 

議案第３７号 
平成２２年度相模原市後期高齢者医療事業特別会計補正予

算（第１号） 
民  生 

可 決 
(賛成多数) 

議案第３８号 平成２２年度相模原市公債管理特別会計補正予算（第１号） 総  務 
可 決 

(賛成多数) 

議案第３９号 
固定資産評価審査委員会の委員の選任について 

（藤曲 和美 氏） 
－ 

同 意 
（賛成総員）

議案第４０号 
人権擁護委員の候補者の推薦について 

（尾形 廣子 氏） 
－ 

同 意 
（賛成総員）

議案第４１号 
人権擁護委員の候補者の推薦について 

（熊崎 三郎 氏） 
－ 

同 意 
（賛成総員）

議案第４２号 
人権擁護委員の候補者の推薦について 

（石川 壽々子 氏） 
－ 

同 意 
（賛成総員）

議案第４３号 
人権擁護委員の候補者の推薦について 

（鈴木 孝子 氏） 
－ 

同 意 
（賛成総員）

議案第４４号 
人権擁護委員の候補者の推薦について 

（坂本 征夫 氏） 
－ 

同 意 
（賛成総員）

議案第４５号 
人権擁護委員の候補者の推薦について 

（井口 義春 氏） 
－ 

同 意 
（賛成総員）

議案第４６号 
人権擁護委員の候補者の推薦について 

（三代 宏次 氏） 
－ 

同 意 
（賛成総員）

議案第４７号 
人権擁護委員の候補者の推薦について 

（井上 雅彦 氏） 
－ 

同 意 
（賛成総員）
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陳情第 ２号 永住外国人への地方参政権付与に反対することについて 総  務 継続審査 

陳情第 ４号 永住外国人への地方参政権付与の法制化反対について 総  務 継続審査 

陳情第 ６号 永住外国人への地方参政権付与法制化反対について 総  務 継続審査 

陳情第 ８号 選択的夫婦別姓制度の法制化反対について 総  務 継続審査 

陳情第２８号 子ども手当の地方負担廃止について 民  生 
採 択 

(賛成多数) 

陳情第 １号 所得税法第５６条の廃止について 総  務 
不採択 

(賛成少数) 

陳情第 ２号 中学校教科書採択について 文  教 
不採択 

(賛成少数) 

陳情第 ３号 ＴＰＰ交渉参加反対について 環境経済 
採 択 

(賛成総員) 

議提議案第１号 
米軍ヘリコプターの機材落下事故等の原因究明と再発防止

を求める意見書 
－ 

可 決 
(賛成総員) 

議提議案第２号 ＴＰＰ交渉参加反対に関する意見書 － 
可 決 

(賛成総員) 
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＜可決された意見書＞ 

米軍ヘリコプターの機材落下事故等の原因究明と再発防止を求める意見書 

平成２３年２月３日、米海軍厚木基地のヘリコプターが寒川町上空を飛行中、住宅地に隣接した場所

へ機材を落下させる事故が発生した。 

米海軍機による県内での部品落下事故は昨年も２回発生し、さらに、本年２月９日には同基地のヘリ

コプターが平塚市内の相模川河川敷のサッカー場に緊急着陸するという事態も発生しており、米海軍の

ヘリコプターの安全管理のあり方に強い不信感を持たざるを得ない状況である。 

度重なるこうした事態の中、その原因や防止策も公表されていないことは、本市住民にとってますま

す不安を募らせるものである。 

よって本市議会は、機材落下事故に抗議するとともに、安全、安心な市民生活の実現を切実に願い、

このような事故が二度と発生しないよう、国会及び政府におかれて、米国政府が次の措置をとるよう強

く要請することを求めるものである。 

１ ２月３日の機材落下事故及び２月９日の緊急着陸について、早急に原因を究明した上で結果を速や

かに公表し、実効性ある再発防止策を確立すること。 

２ 安全性の確保を最優先し、航空機の整備点検を確実に実施するなど、徹底した安全管理に努めるこ

と。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

 国  会 

 内  閣 

  

  平成２３年３月１５日 

 

相 模 原 市 議 会    

 

 

 

 

 

 

 

 

あ て 
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＜可決された意見書＞ 

ＴＰＰ交渉参加反対に関する意見書 

政府は、包括的経済連携に関する基本方針を閣議決定し、この中でＴＰＰ（環太平洋戦略的経済連携

協定）について、交渉の参加、不参加の判断は先送りしたものの、関係国との協議を開始するとしてい

る。 

我が国は、世界で最も開かれた農水産物純輸入国であり、食料自給率は、先進国の中でも最低の水準

となっている。そのような状況下で、例外措置を認めないＴＰＰを締結すれば、輸入の増大により、さ

らなる第１次産業の後退につながることは明らかである。このことは、消費者の大多数が望む食料自給

率の向上に逆行することとなり、あわせて、地域雇用の縮小、関連産業の衰退、第１次産業の持つ多面

的機能の喪失等、地域経済への影響が懸念されるものである。 

よって、本市議会は、国会及び政府におかれて、我が国の食料安全保障と両立できないＴＰＰ交渉へ

の参加は行わないよう、強く要望するものである。 

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

 国  会 

 内  閣  

 

  平成２３年３月１５日 

 

相 模 原 市 議 会    

 

あ て 


